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１ 労働委員会の組織・運営 

（１）組織 

【設 置 根 拠 等】地方自治法第 180条の５、労働組合法第 19 条の 12の規定に基づいて設

置された行政委員会 

【構    成】公益を代表する公益委員、労働者を代表する労働者委員及び使用者を代表

する使用者委員各５人の計 15人をもって構成される合議制の機関 

【委 員 の 選 任】知事が任命 

公益委員 （５人）：使用者委員及び労働者委員の同意 

労働者委員（５人）：労働組合の推薦 

使用者委員（５人）：使用者団体の推薦 

【委員の任期等】任期２年の非常勤の特別職 

【会    長】公益委員の中から全委員によって選挙 

（２）運営 

   委員全員による総会及び公益委員による公益委員会議を月２回開催し、係属事件に係る報

告・協議、不当労働行為事件の審査などを行っている。 

 

 第50期（令和７年３月１日～令和９年２月28日）委員名簿（令和７年７月１日現在） 

区分 氏   名 現            職 

公 

益 
委 
員 

会長 

山 川 和 義 
広島大学大学院人間社会科学研究科教授（実務法学専攻） 

会長代理 

岡 田 行 正 
広島修道大学商学部経営学科教授 

下 中 奈 美 弁護士 

前 川 秀 雅 弁護士 

山之内 暁 子 公認会計士 

労 

働 

者 

委 

員 

大 野 真 人 日本労働組合総連合会広島県連合会会長 

亀 井 美砂子 日本教職員組合広島県協議会顧問 

髙 松 俊 二  元マツダ労働組合執行委員長 

谷 口 英 男 日本基幹産業労働組合連合会広島県本部委員長 

藤 井 則 正 自治労広島県本部中央執行委員 

使 

用 

者 

委 

員 

木 村 康 宏 広島県経営者協会専務理事 

小 松 節 子 (株)メンテックワールド代表取締役 

塩 満 和 彦 三菱重工マシナリーテクノロジー(株)顧問 

西   浩 一 広島化成(株)監査役 

安 井 千 明 広島電鉄(株)執行役員人財管理本部長 

※ 会長、会長代理を除き五十音順。 
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２ 委員会の業務 

  委員会は、労働組合法、労働関係調整法及び地方公営企業等の労働関係に関する法律並びに

広島県個別労働関係紛争のあっせんに関する条例等に基づき、中立・公正な立場で、労使間の

紛争処理、労働者個人と事業主間の紛争解決支援などに当たっている。 

平成 30年度から、委員会のミッションと取組の方向性を定めた「広島県労働委員会活動指

針」を策定し、情勢の変化に対応するため、年度単位の事業計画でＰＤＣＡサイクルを回しな

がら、計画的な推進に取り組んでいる。 

 

(1) 判定機能と調整機能 

区     分 内       容 

判 

定 

機 

能 

不当労働行為の審査 
使用者の行為が不当労働行為（不利益取扱い、団体交渉拒否、支

配介入）に該当するかどうかを審査し、救済命令等を発出する。 

労働組合の資格審査 

労働組合が、不当労働行為の救済申立てや法人登記などを行う場

合に、当該労働組合が一定の要件を備え、労働組合法の規定に適

合しているかどうかについて審査する。 

地方公営企業等の非 

組合員の認定・告示 

地方公営企業等の職員のうち、使用者の利益を代表するため非組

合員とすべき者を認定して告示する。 

公益事業に関する争議  

行為予告義務違反の審査  

公益事業（運輸・郵便・電気通信・水道・電気・ガス・医療・公

衆衛生）に関する争議行為の予告義務違反の疑いのある事実を審

査し、警告又は処罰の請求を行う。 

調 

整 
機 
能 

労 働 争 議 の 調 整 

（あっせん･調停･仲裁） 

労働組合と使用者間の、組合活動、賃金及びその他の労働条件等

に関する紛争の解決のための援助を行う。 

労 働 争 議 の 

実 情 調 査 

争議行為の予告通知があった場合などに、いつでも調整活動に入

れるよう、実情を調査・把握する。 

個 別 労 働 関 係 

紛 争 の あ っ せ ん 

労働者個人と事業主間の、賃金、職場環境及びその他の労働条件

等に関する紛争の解決のための援助を行う。 

 

《労働委員会活動指針の概要》 

 

  

委員会のミッション  取組の方向性 

 公･労･使からなる三者構成の強みを生かし労

使間の健全で円滑な関係の構築に向け、 

・ 集団的労使紛争処理の専門機関として、事件

を公正、迅速、的確に処理 

・ 個別労働関係紛争事件は他の処理機関等と

連携し、実情に即し迅速・適正に解決 

・ 情報発信等を通じて問題解決スキルや知識

向上を図り、自律的紛争解決を支援 

 ① 迅速・的確な集団的労使紛争の処理 

② 多様化する個別労働関係紛争への対応 

③ 自律的な紛争解決の支援 

④ 労働委員会活動に係る情報発信の推進 

⑤ 委員・事務局職員の資質向上 

 

※毎年度、事業計画を作成し、ＰＤＣＡ方式によ

り目標達成状況を把握しながら実施 
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 (2) 紛争処理等の状況 

                         （令和７年７月１日現在） 

区     分 
前年から 

の繰越し 
新規係属 計 終 結 

平均所要日数 

≪目標期間≫ 

(実 績) 

判 
 
 

定 
 
 

機 
 

 

能 

不当労働行為の審査 
３ 

（１） 

０ 

（４） 

３ 

（５） 

０ 

（２） 

≪1年≫ 

（250.5日) 

労働組合の資格審査 
３ 

（１） 

１ 

（８） 

４ 

（９） 

２ 

（６） 

 

－ 

地方公営企業等の非 

組合員の認定・告示 

０ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（２） 

０ 

（２） 

 

－ 

公益事業に関する争議 

行為予告義務違反の審査 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

 

－ 

中 央 労 働 委 員 会 

再 審 査 

０ 

（２） 

０ 

（０） 

０ 

（２） 

０ 

（２） 

 

－ 

行 政 訴 訟 
０ 

（１） 

０ 

（０） 

０ 

（１） 

０ 

（１） 

 

－ 

調 
 

整 
 

機 
 

能 

労
働
争
議
の
調
整 

あ っ せ ん 
０ 

（０） 

１ 

（１） 

１ 

（１） 

１ 

（１） 

≪90日≫ 

(37日) 

調 停 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 
－ 

仲 裁 
０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 
－ 

労 働 争 議 の 

実 情 調 査 

１ 

（６） 

２０ 

（３３） 

２１ 

（３９） 

１９ 

（３８） 
－ 

個 別 労 働 関 係 

紛 争 の あ っ せ ん 

０ 

（５） 

７ 

（５） 

７ 

（１０） 

６ 

（１０） 

≪30日≫ 

(51.0日) 

 

※１  単位は件数 

 ※２ （ ）内は、前年（令和６年１月～令和６年 12月）の事件処理状況 

※３ 平均所要日数欄は、目標期間を設定している事項について、上段に≪ ≫で目標期間を、

下段に( )で前年（令和６年１月～令和６年 12 月）の実績を記載 
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(3)労働委員会活動指針に基づくその他の取組 

 ① 自律的な紛争解決のサポート 

  ア 出前講座の実施：経済団体、学校等を対象に出前講座を実施 

  イ 機関紙への寄稿：広島県経営者協会の機関紙で労使紛争事例等を解説 

② 事件処理の振り返りと関係機関との連携強化 

ア 事件処理の一層の迅速化・的確化に向けて、課題やノウハウの共有と改善策検討を行う

事件終了時の振り返りの充実 

イ 「労働紛争解決ネット広島」構成機関との連携の一層強化に向けた新たな取組や方策に

ついての協議・働きかけ 

 

３ 事務局の組織及び職員数 

 会長の同意を得て知事が任命する事務局長及び必要な職員が配置されている。 

 

 

 

 

 
  

  

 

          

 

  

参 事 

【調整担当】 ３人 

【審査担当】 ４人 

労 働 委 員 会 事 務 局 の 組 織 図 

【総務担当】 ２人 

 

 

 

参 事 

合同総務課  労働委員会事務局 

〔３局併任〕  監査委員事務局 

        人事委員会事務局   

事 務 局 長 兼田 みゆき  

事務局次長 津島 伊保 

課 長 長谷川 達也 

 

主任労働監 伊藤 洋子 
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４ 令和７年度当初予算 

 

    （款）労働費   

 （項）労働委員会費            

 

    （単位：千円） 

 
 

目 

令和７ 

年度 

予算額 

令和６ 

年度 

予算額 

増減額 

令和７年度の財源内訳 

説    明 
特定財源 

一般 

財源 
国庫 

支出金 
その他 

委
員
会
費 

 

 44,989 

    

 

 

 

 44,741 

    

 

 

 

248 

 

  0 

 

 

    0 

 

 

 44,989 

    

 

 

１ 委員報酬      

39,221 

２ 委員会の運営、不当労働

行為事件の処理及び労働争

議の調整等に要する経費 

5,768 

事
務
局
費 

 

104,603 

 

103,892 

 

711 

 

0 

 

0 

 

 

104,603 

１ 職員給与費  

103,281 

２ 事件処理及び、事務 

局職員の研修、会議出 

席等に要する経費           

1,322 

計 149,592 148,633 959 0 0 149,592  


